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平成２０年度平成２０年度
京丹後市予算編成方針京丹後市予算編成方針

『『『『『『『『持続可能持続可能持続可能持続可能なななな財政構造財政構造財政構造財政構造持続可能持続可能持続可能持続可能なななな財政構造財政構造財政構造財政構造』』』』』』』』

のののののののの構築構築構築構築にににに向向向向けてけてけてけて構築構築構築構築にににに向向向向けてけてけてけて
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≪予算編成方針の特徴≫≪予算編成方針の特徴≫

①①①①年間予算年間予算年間予算年間予算からのからのからのからの調整調整調整調整をををを行行行行いいいい、、、、骨格型予骨格型予骨格型予骨格型予
算算算算をををを編成編成編成編成

②②②②「「「「総合計画総合計画総合計画総合計画（（（（実施計画実施計画実施計画実施計画）」、「）」、「）」、「）」、「行財政行財政行財政行財政
改革推進計画改革推進計画改革推進計画改革推進計画」」」」等各種計画等各種計画等各種計画等各種計画とのとのとのとの整合整合整合整合

③③③③「「「「持続可能持続可能持続可能持続可能なななな財政構造財政構造財政構造財政構造」」」」のののの構築構築構築構築

④④④④市民協働市民協働市民協働市民協働によるまちづくりのによるまちづくりのによるまちづくりのによるまちづくりの推進推進推進推進

⑤４⑤４⑤４⑤４つのつのつのつの「「「「健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率」」」」へのへのへのへの対応対応対応対応
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特徴①特徴① 骨格型予算の編成骨格型予算の編成

平成２０年度 当初予算（骨格予算）

平成２０年度 年間想定予算（案）を編成

平成２０年度に計画されている年間の事業予算規模および財源状況を事前に把握

年間想定予算から政策的施策および新規事業を除いた必要最小限の収支を骨格予算として調整

平成２０年度 補正予算（肉付予算）

政策的施策および新規事業は６月定例会での補正予算で追加計上する予定

平成２０年春に市長選挙が予定されているため、骨格型予算を編成平成２０年春に市長選挙が予定されているため、骨格型予算を編成
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特徴②特徴②--11 各種計画との整合各種計画との整合

��総合計画（実施計画）総合計画（実施計画）

��行財政改革推進計画（集中改革プラン）行財政改革推進計画（集中改革プラン）

��財政計画財政計画

財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを実施実施実施実施財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを実施実施実施実施

引き続き、これら計画との整合を図りつつ、引き続き、これら計画との整合を図りつつ、
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特徴②特徴②--22 各種計画との整合各種計画との整合

◆◆◆◆総合計画総合計画総合計画総合計画（（（（実施計画実施計画実施計画実施計画））））にににに基基基基づくづくづくづく事業実施事業実施事業実施事業実施◆◆◆◆総合計画総合計画総合計画総合計画（（（（実施計画実施計画実施計画実施計画））））にににに基基基基づくづくづくづく事業実施事業実施事業実施事業実施

◆◆◆◆事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価◆◆◆◆事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価

実施計画の区分、かつ、事務事業評価をする単位での細事業を設定

事務事業に対する自主的評価を行い、目標・費用対効果・実施成果等を検証し、市民に対する説事務事業に対する自主的評価を行い、目標・費用対効果・実施成果等を検証し、市民に対する説
明責任を果たせるように努める明責任を果たせるように努める

総合計画総合計画総合計画総合計画にににに基基基基づくづくづくづく総合計画総合計画総合計画総合計画にににに基基基基づくづくづくづく
「ＰＤＣＡ「ＰＤＣＡ「ＰＤＣＡ「ＰＤＣＡサイクルサイクルサイクルサイクル」」」」のののの確立確立確立確立「ＰＤＣＡ「ＰＤＣＡ「ＰＤＣＡ「ＰＤＣＡサイクルサイクルサイクルサイクル」」」」のののの確立確立確立確立
※予算編成(Ｐ)、予算執行(Ｄ)、事務事業評価(Ｃ)、実施計画(Ａ)

�� 総合計画と事務事業評価の連動総合計画と事務事業評価の連動
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特徴②特徴②--33 各種計画との整合各種計画との整合

●人件費・・・職員数の削減および職員給与制度等の改革を推進（給与構造改革の実施）

●物件費・・・平成１９年度当初予算総額を上限（新規事業分、アウトソーシング含む）

●補助金・・・「補助金検討会議」での方針を基本としつつ、抜本的に見直す

◇◇ アウトソーシング（外部委託）・・・経費節減、業務が効果的・効率的に実施できるもアウトソーシング（外部委託）・・・経費節減、業務が効果的・効率的に実施できるも

のを積極的に行うのを積極的に行う

�行財政改革推進計画の実施

中期的な視点では、引き続き、平成２１年度での基礎的中期的な視点では、引き続き、平成２１年度での基礎的
財政規模２７０億円程度（一般会計ベース）を目指す財政規模２７０億円程度（一般会計ベース）を目指す
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特徴③特徴③--11 『『持続可能な財政構造持続可能な財政構造』』の構築の構築

�� 自主財源自主財源 ３割・依存財源３割・依存財源 ７割の財政構造７割の財政構造

�� 国庫支出金の一般財源化および交付金化国庫支出金の一般財源化および交付金化

�� 国における地方交付税総額の抑制国における地方交付税総額の抑制

市の一般財源は縮小傾向にあり、財源状況市の一般財源は縮小傾向にあり、財源状況

はさらに厳しさを増す見込みはさらに厳しさを増す見込み

縮小傾向にある限られた貴重な財源を慎重
に選択し、予算を編成することが不可欠
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特徴③特徴③--22 『『持続可能な財政構造持続可能な財政構造』』の構築の構築

��財源の確保財源の確保

◆平成１９年度で所得税の一部が地方税へ税源移譲されたことにより、◆平成１９年度で所得税の一部が地方税へ税源移譲されたことにより、

今まで以上に税収確保が重要となる。このため、市税の滞納整理に今まで以上に税収確保が重要となる。このため、市税の滞納整理につつ
いては、公平性を確保する観点からも、より厳しく、かつ、全力を挙いては、公平性を確保する観点からも、より厳しく、かつ、全力を挙
げてげて徴収に取り組む必要がある徴収に取り組む必要がある

◆国庫補助金の一般財源化または交付金化など制度変更が多くある中、◆国庫補助金の一般財源化または交付金化など制度変更が多くある中、
国等の情報を的確に捉え、遺漏がないようにし、円滑な事業実施の国等の情報を的確に捉え、遺漏がないようにし、円滑な事業実施のたた
め、国の交付金等を積極的に活用め、国の交付金等を積極的に活用

◆市有財産の積極的な利活用を図るとともに、売却可能財産については、◆市有財産の積極的な利活用を図るとともに、売却可能財産については、
積極的に売却するなど、一般財源の確保に努める積極的に売却するなど、一般財源の確保に努める

◆分担金および負担金、使用料・手数料については不均衡なものがあれ◆分担金および負担金、使用料・手数料については不均衡なものがあれ
ばば是正し、その適正化に努める是正し、その適正化に努める
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特徴④特徴④--11 市民協働によるまちづくりの推進市民協働によるまちづくりの推進

�� 市民に対し、可能な限りの情報開示を行う市民に対し、可能な限りの情報開示を行う

�� 公共サービス（市の事業）協働化提案の募集など公共サービス（市の事業）協働化提案の募集など
を行い、市民の持つ発想やノウハウを活かして効を行い、市民の持つ発想やノウハウを活かして効

果的・効率的な行財政運営を推進する果的・効率的な行財政運営を推進する

市民と一体となった取り組みを進める中で、市民と一体となった取り組みを進める中で、
『『行政行政』』とと『『民間民間』』の役割分担をより明確化の役割分担をより明確化
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特徴④特徴④--22 市民協働によるまちづくりの推進市民協働によるまちづくりの推進

��指定管理者との協議・調整指定管理者との協議・調整

��予算編成過程の公開予算編成過程の公開
◆市民協働のまちづくりを推進するため、平成２０年度予算編成に

ついても、引き続きその編成過程を公開し、財政の透明性を確保

する

◆各地区からの要望事業については、行政としての説明責任をより

果たしていくとともに、市民協働による予算編成をさらに推進す

るための取り組みを検討
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特徴⑤特徴⑤--11 「健全化判断比率」への対応「健全化判断比率」への対応

�� 健全化判断比率健全化判断比率

⑴⑴ 実質赤字比率実質赤字比率 ⑶⑶ 実質公債費比率実質公債費比率

⑵⑵ 連結実質赤字比率連結実質赤字比率 ⑷⑷ 将来負担比率将来負担比率

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（Ｈ１９．６．２２成立）

これら健全化判断比率を公表
健全化判断比率のいずれかが早期健全化基
準を超えた場合は、『財政健全化計画』を
策定しなければならない

具体的な基準等については、現在検討されているが、この具体的な基準等については、現在検討されているが、この
比率にも留意しつつ予算編成をする必要がある比率にも留意しつつ予算編成をする必要がある

平成１９年度決算から 平成２０年度決算から
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特徴⑤特徴⑤--22 「健全化判断比率」への対応「健全化判断比率」への対応

�� 財政健全化法への対応財政健全化法への対応

◆◆ 高金利市債の繰上償還または借換えを積極的に実施し、将来の公高金利市債の繰上償還または借換えを積極的に実施し、将来の公

債費の負担増加を抑制債費の負担増加を抑制

◆◆ 将来負担を伴う債務負担行為および継続費については、その事業将来負担を伴う債務負担行為および継続費については、その事業

効果等を厳格に審査した上で設定効果等を厳格に審査した上で設定

◆「スクラップ・アンド・ビルド」の徹底◆「スクラップ・アンド・ビルド」の徹底

◆◆ 特別会計については、「独立採算の原則」を堅持し、それぞれの特別会計については、「独立採算の原則」を堅持し、それぞれの

事業収入に応じた事業（施策）を実施事業収入に応じた事業（施策）を実施


